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１．計画策定の趣旨   

本市においては、障害のある方の地域生活を支援するため、令和２年度に「第６期障害

福祉計画・第２期障害児福祉計画」を策定し、サービス基盤の整備等、施策を推進してき

ました。 

令和５年度はこの計画の最終年度となることから、数値目標の達成状況等を踏まえ、令

和６年度から８年度を計画期間とする具体的な障害福祉サービス等の見込み量を設定し、

サービス提供体制の一層の充実を図るため、「第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計

画（３ヵ年）」を策定します。 

 

２．計画の位置づけ   

本市では、令和６年度を始期とする「第４期障害者計画」を策定します。この計画は、

障害者基本法によって策定が義務づけられており、市町村における障害者福祉施策の基本

方針（マスタープラン）にあたるものです。 

一方、「障害福祉計画・障害児福祉計画」は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法によって

策定が義務づけられた、自立支援給付及び地域生活支援事業に関する実施計画（アクショ

ンプラン）的な性質の計画です。 

このため、今回策定する「第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」においては、

この第４期障害者計画の基本理念「誰もが個人の尊厳が守られ支えあいながら安心して暮

らし続けられるまちの実現に向けて」を踏まえ、「障害者も地域の主体として、住民一人

ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに支え合いながら創っていく」という地域共生社

会を目指すこととします。 
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３．第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画の特徴   

  障害福祉計画・障害児福祉計画は、厚生労働大臣が示す「基本指針」に則して策定する

こととされています。 

  第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画に係る基本指針は、厚生労働省の社会 

障審議会障害者部会で見直しの議論が重ねられ、令和５年５月1９日に告示されました。 

基本指針見直しの主な事項として、「入所等から地域生活への移 、地域生活の継続の支

援」、「精神障害にも 応した地域包括ケアシステムの構築」、「福祉施設から一般就労への

移 等」、「障害児のサービス提供体制の計画的な構築」、「発達障害者等支援の一層の充実」、

「地域における相談支援体制の充実強化」、「障害者等に する虐待の防止」、「障害者によ

る情報の取得利用・意思疎通の推進」な が示されています。 

これらの特徴を踏まえつつ、本市の実情を踏まえた目標設定を います。 

 

 

４．計画期間   

障害福祉計画・障害児福祉計画の期間は、厚生労働大臣が示す基本指針において規定さ

れています。 

  本計画は、 指針に基づき、令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０２６年

度）までの３年間とします。 

  

 

 

 

 

 

  

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 

障害者計画 
（第 3期計画） 
【H30－R5】 

障害者計画 
（第 4期計画） 
【R6－R11】 

                        

障害福祉計画 
（第 5期計画） 
障害児福祉計画 

（第 1期計画） 
【H30－R2】 

障害福祉計画 
（第 6期計画） 
障害児福祉計画 

（第 2期計画） 
【R3－R5】 

障害福祉計画 
（第 7期計画） 
障害児福祉計画 

（第 3期計画） 
【R6－R8】 

障害福祉計画 
（第 8期計画） 
障害児福祉計画 

（第 4期計画） 
【R9－R11】 
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第１章 成果目標について 

計画期間の取り組みの達成度を評価するため、成果目標を設定します。障害者の自立支

援の観点から、地域移 や就労支援といった課題に 応するため、国の指針を 考とし、

以下のとおり成果目標を定めます。 

１．福祉施設入所者の地域生活への移行 

国の基本指針 

①令和 8年度末時点で、令和 4年度末時点の福祉施設入所者数の 6％以上が地域生活へ移

 することを基本とする。 

②令和 8 年度末時点で、令和 4 年度末時点の福祉施設入所者数から 5％以上削減すること

を基本とする。 

久留米市の目標 

①令和８年度（2026年度）までに、令和４年度（2022年度）末の施設入所者数のうち、

地域生活へ移 する人数を２３人とします。 

②令和８年度（2026年度）末の施設入所者数を、令和４年度（2022年度）末の施設入所

者数から１９人減少することを目指します。 

項目 数値 考え方 

R4年度(2022年度)末時点の入所者数 A ３７７人 R4年度(2022年度)末の実績 

R8年度(2026年度)末の入所者数 B ３５８人 R8年度(2026年度)末の見込数 

【目標値】地域生活移行者 C 
２３人 

施設入所から地域生活へ 

移 する者の数 

６% A×６／100 

【目標値】削減見込み D 
１９人 Aから削減する人数 

５％ A×５／100 

■地域生活を希望する障害者が、地域でくらすことができるよう、地域移 支援サービス等

の利用促進、基幹相談支援センターや地域生活支援拠点等と 携して居宅生活に向けた支

援の充実を図ります。 

  ※「地域生活への移 」とは、福祉施設に入所している障害者が、グループホーム、一般住宅等へ移 することを

いいます。 

第２部 令和８年度（2026 年度）に 

向けた目標の設定 
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２．精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

国の基本指針 

①精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数については､平成 30

年度に上位10％の都道府県が達成している値､325.3 日以上とすることを基本とする。 

②令和８年度の全国の精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満）

の目標値については、令和２年度と比べて約3.3 万人の減少を目指すこととする。 

③精神病床における退院率については、平成 30年度に上位 10％の都道府県が達成してい

る値、 ３ヶ月時点 68.9％以上、６ヶ月時点 84.5％以上、１年時点 91.0％以上とする

ことを基本とする。 

久留米市の目標 

国の基本方針は、都道県を実施主体として推進が求められる方針となっている。 

本市においては、精神障害者の地域移 支援・地域定着支援・共 生活援助・自立生活

援助・自立訓練(生活訓練)を活 指標に設定し推進することで、都道府県の成果目標の達

成に資するとする。 

加えて、精神障害にも 応した地域包括ケアシステムの協議の場の活性化に向けた取組

みが必要であり、以下の事項について、活 指標として設定する。 

・開催回数、 加者数、協議の場における目標設定および評価の実施回数。 

【  、医療、福祉関係者による協議の場】 

＊「障害者地域生活支援協議会（地域包括ケアシステム検討部会）」および「精神  福祉

関係機関 絡会議」 

（1）開催回数 

＊協議内容によって、年間１～３回開催予定 

（2） 加数 

＊委嘱する委員数に基づく 

＊障害者地域生活支援協議会（地域包括ケアシステム検討部会）には当事者又は の家族

の 加を求める。 

（3）目標設定 

＊「障害者地域生活支援協議会（地域包括ケアシステム検討部会）」と「精神  福祉関係

機関 絡会議」が 携し、「地域包括ケアシステム」についての研究、検討を い、精神

障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができる体制づくり

について協議を うこと 

＊具体的には、精神科医療機関における入院患者の地域移 等の課題を調査・分析し、住

まいの確 や退院後の医療等継続支援、関係者に する研修の実施な 、必要な取り組

みを検討し、優先順位をつけて実施する。 

（4）評価の実施回数 

＊年間１回 
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３．地域生活支援の充実 

国の基本指針 

①令和8年度末までの間、各市町村（複数市町村による共 整備も含む）において地域生活

支援拠点等を整備するとともに、 の機能の充実のため、コーディネーターを配置するこ

とにより効果的な支援体制の構築を進め、また年1回以上、支援の実績等を踏まえ運用状

況を検証及び検討することを基本とする。 

②令和8年度末までに、強度  障害を有する者に関して、各市町村又は圏域において、支

援ニーズを把握し、支援体制の整備を進めることを基本とする。 

久留米市の目標 

①－1 地域生活支援拠点等の整備：設置済 

＊障害児・者の在宅生活を支援するため、拠点に求められる機能（相談、緊急時の受け入

れ・ 応、体験の機会の場、専門的人材の確 ・育成、地域の体制づくり）を、相談支

援事業所を中心とした指定障害福祉サービス事業所等との協力やコーディネーターの

配置等により確 します。 

①－2 運用状況の検証及び検討 

＊障害者地域生活支援協議会 全体会 

拠点の運用については、障害者地域生活支援協議会 全体会において、前年度の実施報

告を い、 部会において協議します。 部会の評価・意見については次年度以降の運

用に反映できるように努め、拠点機能の改善や強化を っていきます。 

② 強度  障害を有する人への支援体制の整備：無し 

＊地域生活支援協議会の活用や、当事者及び支援団体等との 携も視野に入れ、今後、体

制整備に向け検討を います。 
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４．福祉施設から一般就労への移行等 

国の基本指針 

①一般就労への移 者を令和３年度実績の１．２８倍以上とする。 

うち 就労移 支援事業所を通じた移 者数：１．３１倍以上 

    就労継続支援A型を通じた移 者数：１．２９倍以上 

    就労継続支援B型を通じた移 者数：１．２８倍以上 

②就労移 支援事業所のうち、就労移 支援事業利用終了者に占める一般就労へ移 した者

の割合が５割以上の事業所を全体の５割以上とする。 

③就労定着支援事業所の利用者数を令和３年度実績の１．４１倍以上とする。 

④就労定着支援事業所ごとの就労定着率：就労７割以上の事業所を全体の２割５分以上と設

定。 

久留米市の目標 

①R８年度（2026年度）の福祉施設からの一般就労者数を年間１０１人とします。 

  ＊内訳は下表のとおり 

②R８年度（2026年度）における就労支援事業所等を通じて一般就労する者のうち、７割 

の方が就労定着支援事業所を利用することを目指します。 

③R８年度（2026年度）において、就労定着率７割以上の就労定着支援事業所を全体の 

２割５分以上になることを目指します。 

項目 数値 考え方 

R3 年度(2021 年度)の 
一般就労への移行実績 

A1 ７９人 R3年度（2021年度）の実績 

A2 ４７人 
R3年度（2021年度）の実績 

就労移 支援事業所を通じた数 

A3 ２９人 
R3年度（2021年度）の実績 

就労継続支援A型事業所を通じた数 

A4 ３人 
R3年度（2021年度）の実績 

就労継続支援B型事業所を通じた数 

R3 年度(2021 年度)の 
就労定着支援利用者の実績 

A5 ６６３人 R3年度（2021年度）の実績 

R8 年度(2026 年度)中の 
一般就労への移行者数 

B1 １０１人 
R8年度（2026年度）の目標 

（A1の 1.28 倍以上） 

B2 ６２人 
R8年度（2026年度）の目標 

（A2の 1.31 倍以上） 

B3 ３８人 
R8年度（2026年度）の目標 

（A3の 1.29 倍以上） 

B4 ４人 
R8年度（2026年度）の目標 

（A4の 1.28 倍以上） 
R8 年度(2026 年度)末における就労移
行支援事業利用終了者に占める一般
就労への移行者の割合が 5割以上で
ある事業所の割合 

C ５割以上 
R8年度（2026年度）の目標 

一般就労への移 者の割合が 

５割以上の事業所割合 

R8 年度(2026 年度)中の 

就労定着支援事業所利用者 
D 934人 

R8年度（2026年度）の目標 

（A5の 1.41 倍以上） 

R8 年度(2026 年度)末における 

就労定着支援事業による職場定着率

７割以上の事業所の割合 

E ２割５分以上 
R8年度（2026年度）の目標 

事業評価時点の就労定着支援事業所数

における定着率7割以上の事業所割合 

■事業所への集団指導や障害者地域生活支援協議会と 携した勉強会等の実施によ

り、一般就労の促進について情報共有を います。 

■就労移 支援事業所、就労継続支援事業所と就労定着支援事業所等関係機関との 

携により、福祉的就労から一般就労に移 した障害者の職場定着を図ります。 

 

※「一般就労者」とは、福祉施設から一般企業に就労した者、在宅就労した者、自ら起業した者をいいます。 
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５．障害児支援の提供体制の整備等 

国の基本指針 

①児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令和8年

度末までに、児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少なくとも 1 カ所以上設置

することを基本とする。 

②障害児の地域社会への 加・包容を推進するため、各市町村又は各圏域に設置された児童

発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が 育所等訪問支援等を活用しなが

ら、令和8年度末までに、全ての市町村において、障害児の地域社会への 加・包容を推

進する体制を構築することを基本とする。 

③令和 8 年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村又は圏域に少なくとも 1 カ所以上確 することを基本と

する。 

④令和8年度末までに、各都道府県は医療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児等

の支援を総合調整するコーディネーターを配置すること、各都道府県、各圏域又は各市町

村において、  、医療、障害福祉、 育、教育等の関係機関等が 携を図るための協議

の場を設けるとともに、各市町村において医療的ケア児等に関するコーディネーターを配

置することを基本とする。 

久留米市の目標 

①児童発達支援センター 確 済（２ヵ所） 

＊児童発達支援センターは、施設の有する専門機能を活かし、地域の障害児や の家族か

らの相談 応や、障害児を預かる施設への援助・助言を合わせて うな 、地域の中核

的な療育支援施設。 

②障害児の地域社会への 加・包容を推進する体制 無し 

 ＊ 育所等訪問支援事業所は、児童発達支援センター及び児童発達支援を実施する法人が

設置しているのが現状。 育所等訪問支援の活用を、当事者団体及び支援団体、事業者

な と共有し推進できる体制について検討する。 

＊ 育所等訪問支援事業所 １３ヵ所 

③主に重症心身障害児を支援する事業所 確 済 

（児童発達支援事業所５ヵ所、放課後等デイサービス事業所８ヵ所） 
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④－1 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場 設置済 

 
重症心身障害児･者地域生活支援事業

 携会議 

障害者地域生活支援協議会 

重心分科会 

【目的】 

医療的ケアが必要な方を含む重症心

身障害児・者及び の家族に して、

医療・福祉の両面に通じたコーディネ

ーターを核とした相談支援体制の構

築をはじめ、地域課題の解決に向けた

様々な施策の検討や社会資源等の開

発、個別事例 応の検討等を踏まえた

関係機関による情報共有や 携を 

い、重症心身障害児・者及び の家族

の地域生活の支援を図る。 

重症心身障害児・者や医療的ケア等が

必要な障害児・者及び の家族に し

て、福祉、医療又は教育に関 する関

係機関が相互に 携を図ることによ

り、地域における重症心身障害児・者

等への支援体制に関する課題につい

て情報を共有し、地域の実情に応じた

体制整備を図る。 

【構成】 

市内の総合病院及び訪問看 事業所

の職員（看 師）、相談支援専門員、

障害福祉サービス事業所職員、学校、

 政 等 

重症心身障害児・者地域生活支援協

議会 携会議の構成員、障害者基幹

相談支援センター、 政 等 

④－2 医療的ケア児等に関するコーディネーター 設置済 

■①～④についてすでに確 ・設置済みですが、各機関の機能充実と関係機関との 携強化

等により障害児に係る多様なニーズに 応する体制の強化・充実を図ります。 
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６．相談支援体制の充実・強化 

国の基本指針 

①令和8年度末までに、各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化

及び関係機関等の 携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センター

を設置（複数市町村による共 設置可）するとともに、基幹相談支援センターが地域の相

談支援体制の強化を図る体制を確 する。また、協議会において、個別事例の検討を通じ

た地域サービス基盤の開発・改善等を う取組を うとともに、これらの取組を うため

に必要な協議会の体制を確 する。 

久留米市の目標 

①相談支援体制の充実・強化に向けた体制確  確 済 

＊基幹相談支援センター、指定相談支援事業所、  や  も、生活困窮な の相談支援

機関及び地域の相談機関等との 携を図ることで、多様なニーズに 応する相談支援体

制の充実・強化を図っていきます。 

（1）障害者基幹相談支援センター 設置済（４ヵ所） 

【目的】 

市内に居住し、地域における生活支援を必要とする障害児・者及び の家族に し、福

祉サービスの利用援助、社会資源の活用や社会生活力を めるための支援、ピアカウンセ

リング、  相談及び情報の提供等を総合的に うことにより、障害児・者および の家

族等の地域における生活を支援し、自立と社会 加の促進を図る。 

【取り組み】 

委託相談支援（当事者・家族等を 象） 

⇒障害者本人や家族等を 象に、様々な相談を

受け付け、問題の解決を図る 

基幹相談支援（事業者を 象） 

⇒指定相談支援事業所への支援や地域づくり

への取組みを実施 

1．総合的・専門的な相談支援 

2．権利擁 ・虐待の防止 

3． の   

 ・当事者の方への支援（情報提供、研修等） 

  ・住宅入居等支援事業 な  

1．指定相談支援事業者等に する指導、助言 

2．サービス等利用計画等作成の推進 

3．地域移 ・地域定着の促進の取組 

4．地域づくりへの取組 

5．地域生活支援協議会運営（事務局） 

6． の   

・地域の相談機関（民生委員等）との 

 携強化の取組 な  

（2）障害者地域生活支援協議会 相談分科会の運営 

【目的】 

市内の指定相談支援事業所及び関係者が相互に 携を図ることで、地域における

社会資源の改善・開発、職員の資質向上やネットワークの構築を い、相談支援体

制の充実強化を図る。 

【構成】 

市内指定相談支援事業所、障害者基幹相談支援センター、 政 等 
 



 

10 

 

７．障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

国の基本指針 

①令和8年度末までに都道府県や市町村において、サービスの質の向上を図るための取組み

に係る体制を構築する。 

久留米市の目標 

①利用者にとって必要とされるサービス提供が えるように、市の障害福祉職員が以下の取

組みを います。 

（1）障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

＊県が実施する市町村向けの障害福祉サービスに係る各種研修等に 加する。 

（2）指導監査結果の関係市町村との共有 

＊指定障害福祉サービス事業所及び指定障害児通所支援事業所等に する指導監査の適

正な実施と の結果を、県や 市と 携し共有します。 

 

８．インフォーマルな活動の促進と重層的支援の推進 

久留米市の目標 

①障害者地域生活支援協議会施策推進部会 

障害者地域生活支援協議会の施策推進部会（５分科会）において、地域課題の把握、情報

収集を い、インフォーマルな活 の促進を います。 

 施策推進部会（５分科会） 

おとな分科会、こ も分科会、当事者分科会、重心分科会、相談分科会 

②重層的支援会議・支援会議 

 重層的支援体制整備事業の重層的支援会議・支援会議における個別ケースの検討や地域課

題の共有を通じて、インフォーマルな活 とも重なりながら、包括的な支援体制の構築に

取り組みます。 
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第２章 活動指標について 

 成果目標を実現するための活 指標として、障害福祉サービス、相談支援、障害児通所

支援、障害児相談支援、地域生活支援事業等の必要量の見込み及び の確 のための方策

を定めます。 

 

１．指定障害福祉サービス等・指定障害児通所支援等 

（１）サービスの概要 

サービス名 内容 

訪問系サービス 

 

居宅   自宅で、入浴、排せつ、食事の  等を います。 

重度訪問   

重度の肢体不自由者、知的障害者及び精神障害者で常に  

を必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、食事の  、外出時

における移 支援な を総合的に います。 

  援  

重度の視覚障害により、移 が困難な人に外出時に  し、移

 に必要な情報を提供するとともに、外出する際の必要な援

助を います。 

  援  
自己判断能力が制限されている人が  するときに、危 を

回避するために必要な支援、外出支援を います。 

重度障害者等包括

支援 

  の必要性がとても い人に、居宅  な 複数のサービ

スを包括的に います。 

日中活 系サービス［  給付］ 

 

生活   
施設や通所において、常に  を必要とする人に、昼間、入浴、

排せつ、食事の  な を います。 

療養   
医療と常時  を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養

上の管理、看 、  及び日常生活の世話を います。 

短期入所 
自宅で  する人が病気の場合な に、短期間、夜間も含め施

設で入浴、排せつ、食事の  な を います。 

日中活 系サービス［訓練等給付］ 

 
自立訓練 

（機能訓練） 

身体障害者を 象に、身体的リハビリや歩 訓練、コ

ミュニケーション、家事な の訓練、日常生活上の相

談支援や就労移 支援事業所な の関係機関との 携

調整な の支援を います。 
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サービス名 内容 

 

自立訓練 

（生活訓練） 

知的障害者・精神障害者を 象に、食事や家事な の日常生活

能力を向上するための支援、日常生活上の相談支援や就労移

 支援事業所な の関係機関との 携調整な の支援を い

ます。 

宿泊型自立訓練 

一定期間、夜間の居住の場を提供し、帰宅後の生活能力等の維

持・向上のための訓練を実施します。また、地域移 に向けた

関係機関との 絡調整を います。 

就労移 支援 
一般企業な への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練を います。 

就労選択支援 

一般就労や就労系サービスの利用を希望する障害のある人と

共 で作成した就労アセスメントを活用して、本人の希望、就

労能力や適性等にあった選択の支援を います。 

就労継続支援Ａ型 

一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を います。Ａ型で

は、雇用契約を結んで就労の場を提供します。 

就労継続支援Ｂ型 

一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を います。Ｂ型で

は企業な やＡ型での就労経験がある人であって、年 や体

力面で雇用が難しい人や、企業やＡ型利用に結びつかなかっ

た人な を 象とします。 

就労定着支援 

就労移 支援等の利用を経て一般就労へ移 した障害者で就

労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている人に、相

談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機

関等との 絡調整や れに伴う課題解決に向けて必要となる

支援を実施します。 

居住系サービス 

 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障害者で

一人暮らしを希望する者等を 象に、定期的に居宅を訪問し

生活状況の確認及び助言、医療機関等との 携調整を うと

ともに、利用者への相談支援を います。 

共 生活援助 

（グループホーム） 

障害者に して、夜間や休日、共 生活を う住居で、相談や

日常生活上の援助を います。 

施設入所支援 

生活  または自立訓練、就労移 支援等の 象者に し、日

中活 と合わせて、夜間な における入浴、排せつ、食事の 

 な を提供します。 

  

  

音声コードが入り

ます。 
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サービス名 内容 

相談支援  

 

計画相談支援 

障害福祉サービスを利用する全ての障害者を 象に、支給決

定又は支給決定の変更前後に、サービス等利用計画案を作成

するとともに、一定の利用の期間ごとにサービス等の利用状

況のモニタリングを います。 

地
域
相
談
支
援 

地域 

移 支援 

障害者支援施設等に入所している人又は入院している精神障

害者を 象に、地域生活に移 するための相談や住居の確 、

サービス提供事業所への  支援等を います。 

地域 

定着支援 

施設や病院から地域生活へ移 した人や家族との 居から一

人暮らしに移 した障害者等に し、障害の特性に起因して

生じる緊急の事態等に常時相談や 応を います。 

障害児通所支援 

 

児童発達支援 

通所により、日常生活における基本的 作の指導、自活に必要

な知識や技能の付与または集団生活への適応訓練、 の 必要

な支援を います。 

放課後等 

デイサービス 

学校授業終了後や休業日に、通所により生活能力向上のために

必要な訓練、社会との交流の促進な の支援を います。 

 育所等訪問 

支援 

指導経験のある児童指導員や 育士が、 育所な を訪問し、

障害児やスタッフに し、障害児が集団生活に適応するための

専門的な支援を います。 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重症心身障害児な の重度の障害児等であって、児童発達支援

等の障害児通所支援を受けるために外出することが著しく困難

な障害児に、障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的

な 作の指導、知識技能の付与等の支援を実施します。 

医療型 

児童発達支援 

上肢、下肢、体幹の機能に障害のある児童に し、児童発達支

援及び治療を います。 

障害児相談支援 
障害児通所の利用に際し、障害児支援利用計画を作成。また、通

所支援開始後は、モニタリングを う等の支援を います。 

医療的ケア児コーディ

ネーター 

医療的ケアが必要な障害児が、地域生活において必要となる関

 分野の支援の調整を います。 

 

  



 

14 

 

（２）前期計画期間中の実績 

  前期計画期間中の障害福祉サービスの実績は、次のとおりです。 

 

区分 サービス名 単位 
R3 年度(2021 年度) R4 年度(2022 年度) R5 年度(2023 年度) 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

訪
問
系 

訪問系サービス 合計 
人 925 888 967 899 1,009 

 

時間 21,554 23,283 22,089 23,495 22,650 
 

  
居宅   

人 817 773 858 776 901 
 

  時間 14,632 14,448 15,217 14,237 15,826 
 

  
重度訪問   

人 30 38 30 42 29 
 

  時間 5,629 7,646 5,572 8,076 5,517 
 

  
  援  

人 63 67 64 69 64 
 

  時間 933 974 933 956 933 
 

  
  援  

人 15 10 15 12 15 
 

  時間 360 215 367 226 374 
 

  重度障害者等包括支
援 

人 0 0 0 0 0 
 

  時間 0 0 0 0 0 
 

日
中
活
 
系
（
 
 
給
付
） 

生活   
人 797 819 813 826 830 

 

人日 15,425 16,004 15,733 15,697 16,048 
 

療養   人 109 105 111 108 113 
 

短期入所 合計 
人 147 95 155 92 165 

 

人日 719 455 777 438 841 
 

  
（福祉型） 

人 132 89 141 87 151 
 

  人日 640 423 698 410 761 
 

  
（医療型） 

人 15 6 14 5 14 
 

  人日 79 32 79 28 80 
 

日
中
活
 
系
（
訓
練
等
給
付
） 

自立訓練（機能訓練） 
人 8 9 9 10 9 

 

人日 151 130 172 156 196 
 

自立訓練（生活訓練） 
人 57 48 62 47 68 

 

人日 600 651 612 585 624 
 

宿泊型自立訓練 
人 13 13 13 11 12 

 

人日 332 304 328 257 325 
 

就労移 支援 
人 72 90 66 91 61 

 

人日 1,120 1,511 1,019 1,495 927 
 

就労継続支援（A型） 
人 542 528 597 557 656 

 

人日 10,503 10,134 11,553 10,597 12,708 
 

就労継続支援（B型） 
人 820 806 902 890 992 

 

人日 13,167 12,981 14,352 14,379 15,644 
 

就労定着支援 人 94 55 143 57 217 
 

居
住
系 

自立生活援助 人 2 6 2 11 2 
 

共 生活援助 
（グループホーム） 人 422 461 464 489 510 

 

施設入所支援 人 372 378 370 377 368 
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区分 サービス名 単位 
R3 年度(2021 年度) R4 年度(2022 年度) R5 年度(2023 年度) 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

相
談
支
援 

計画相談支援 人 2,966 3,001 3,174 3,088 3,396  

地域移 支援 人 19 7 16 5 14  

地域定着支援 人 74 14 95 15 122  

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援 
人 151 194 158 208 163 

 

人日 1,452 2,062 1,511 2,062 1,541 
 

放課後等デイサービス 
人 756 632 816 787 849 

 

人日 11,628 9,674 12,442 10,995 12,815 
 

 育所等訪問支援 
人 61 46 74 54 90 

 

人日 110 97 134 138 163 
 

居宅訪問型児童発達支援 
人 1 1 2 1 3 

 

人日 5 7 10 4 15 
 

医療型児童発達支援 
人 0 0 1 0 2 

 

人日 0 0 4 0 8 
 

障害児相談支援 人 596 681 679 752 774 
 

医療的ケア児コーディネーター 人 2 2 2 2 2 
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（３）各サービスの現状と見込み 

（３-１） 訪問系サービス 

サービス名 居宅介護 

実績と現状 

第６期計画期間中は、利用者数と利用時間は見込みを下回る値で推移し
ています。 
各年度の実績の比較では、利用者数および利用時間ともに一貫して増加
しています。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

815人 831人 848人 

１５，２５１時間 １５，７０８時間 １６，１７９時間 

推計の考え方 

居宅  をはじめとする訪問系サービスは、障害者の自宅での日常生活
を援助するものとして、住み慣れた地域で暮らし続けるための支援の根幹
となるサービスです。前期計画期間中の傾向、障害者数の推移および指定
障害福祉サービス事業所の実態調査（以下、「実態調査」という。）を踏ま
えると、今期計画の期間中も、利用者数、利用時間ともに増加して推移す
ると見込みます。 

確保のための方策 

■サービス事業者に して情報の提供等を い、 入促進を図りながら必
要見込み量の確 に努めます。 
■ホームヘルパーの養成・確 について、関係機関等が実施する研修に関
する情報提供を います。 
■ホームヘルパーに する講座・講習な の受講を勧奨し、質の いサー
ビスの確 に努めます。 

 

サービス名 重度訪問介護 

実績と現状 

第６期計画期間中は、利用者数、利用時間は見込みを上回る値で推移し
ています。 
 各年度の実績の比較では、利用者数および利用時間ともに一貫して増加
しています。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

50人 56人 62人 

９，５０５時間  １０，４５５時間 １１，５０１時間 

推計の考え方 
利用者数の増減により大きく影響を受ける可能性がありますが、前期計
画期間中の傾向および実態調査を踏まえ、利用者数、利用時間ともに 程
度にて推移していくものと見込みます。 

確保のための方策 ■居宅  と 様に取り組みます。 
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サービス名 同行援護 

実績と現状 
前期計画期間中は、利用者数、利用時間ともに見込みを上回る値で推移
しています。 
各年度の実績の比較では、利用者数は増加し、利用時間は減少しました。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

７１人 ７３人 ７４人 

９４７時間 ９３７時間 ９２８時間 

推計の考え方  
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は利用者数は増加し、利用時間は
微減で推移すると見込みます。 

確保のための方策 ■居宅  と 様に取り組みます。 

 

サービス名 行動援護 

実績と現状 
前期計画期間中は、利用者数は見込みを下回り、利用時間は見込みを大
きく下回る値で推移しています。 
当事者団体等の意見では、事業所数の不足が挙げられています。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１３人 １３人 １３人 

１９３時間 １９３時間 １９３時間 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は利用者数は一定に、利用時間は
微減で推移すると見込みます。 

確保のための方策 

■市内に 応できる事業所（市内に３事業所のみ）が限られているため、
事業所に し指定基準等の情報提供を い、また、関係機関が う強度
  障害に する研修等を周知することで 応できるヘルパーの増加を
図るな 、事業所の確 に努めます。 

 

サービス名 重度障害者等包括支援 

実績と現状 
前期計画の見込みのとおり利用者はいない状況です。 
また、市内に サービスを提供する事業所はありません。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

０人 ０人 ０人 

０時間 ０時間 ０時間 

推計の考え方 前期計画期間中の実績を踏まえると、今後利用はないと見込みます。 

確保のための方策 

■サービス提供を える要件が厳しい等の理由から、サービスを
提供する事業所の整備は進んでいません。令和４年度（２０２２
年度）現在で九州に１事業所しかありませんので、既存のサー
ビスを組み合わせて提供することで 応していきます。 
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（３-２-①） 日中活動系サービス〔介護給付〕 

サービス名 生活介護 

実績と現状 
前期計画期間中は、利用者数、利用日数ともに見込みを上回る値で推移
しています。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

８６０人 ８７７人 ８７７人 

１６，１７１人日 １６，３３３人日 １６，３３３人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、利用者数、利用日数ともに増加し、令
和７年度以降は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 

■現在の定員数でも今期計画期間の利用者数をまかなえる見込みですが、
地域によっては整備が進んでいない状況があります。今後の整備状況を
見ながら、必要な地域への整備が進められるよう努めます。 
■令和６年4月１日現在、当サービスは需要を満たしています。障害福祉
サービス等の供給が過剰なものとならないように、新規指定を抑制し、
質の いサービスを確 します。なお、供給が不足する場合は、新規指
定も可能とします。 

 

サービス名 療養介護 

実績と現状 
前期計画期間中の利用者数は、ほぼ見込量 おりに推移しています。 
医療的ケアに加え、常時の  を要する特に重度の方が 象となってい
るため、大きな利用者数の増減はありません。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１１１人 １１３人 １１５人 

推計の考え方  
前期計画期間中の傾向および実態調査を踏まえ、今後は微増で推移する
ものと見込みます。 

確保のための方策 
■相談支援等を通じて、サービスの提供につなげていきます。市内に 応
できる事業所（市内に１事業所のみ）が限られているため、市外の事業
所を活用することも含めて、提供体制の確 に努めます。 
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サービス名 短期入所 

実績と現状 前期計画期間中は見込みを大きく下回る値で推移しています。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

８９人 ８６人 ８４人 

（福祉型） ８５人 （福祉型）  ８２人 （福祉型） ８０人 

（医療型）    ４人 （医療型）    ４人 （医療型）   ４人 

４３２人日 ４２０人日 ４０８人日 

（福祉型）４０５人日 （福祉型）３９３人日 （福祉型）３８１人日 

（医療型） ２７人日 （医療型） ２７人日 （医療型） ２７人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、福祉型、医療型ともに減少して推移す
ると見込みます。 

確保のための方策 

■本市の場合、グループホームや入所施設の空部屋を利用した「空床型」
の利用が大部分を占めており定員の確 が不安定となるため、「併設型」
の整備を促進していきます（福祉型）。 
■受け入れができる施設が限られているため、定員の確 が課題です。市
外の施設の利用も含め、提供体制の確 に努めていきます（医療型）。 
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（３-２-②） 日中活動系サービス〔訓練等給付〕 

サービス名 自立訓練（機能訓練） 

実績と現状 前期計画期間中はほぼ見込量 おりに増加して推移しています。 

サービス見込量 

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１７人 ２１人 ２１人 

２４１人日 ２８９人日 ２８９人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込み、令和7年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 
■現時点において、市内に指定事業所はない状況ですが、基準該当障害福
祉サービスによるサービス提供を っています。より身近な地域でサー
ビスを受けることができるよう、事業所の整備促進を図っていきます。 

 

サービス名 自立訓練（生活訓練） 

実績と現状 
前期計画期間を通して、利用者数、利用日数ともに増加して推移してい
ます。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

５８人 ６３人 ６３人 

６４５人日 ６６４人日 ６６４人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込み、令和7年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 
■現在、当サービスは需要を満たしています。今後は利用者のニーズの把
握等に努め、必要に応じて整備を図っていきます。 
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サービス名 宿泊型自立訓練 

実績と現状 前期計画期間中は見込みを大きく下回る値で推移しています。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１０人 １０人 ９人 

２４２人日 ２３２人日 ２２３人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で減少して推移すると見
込みます。 

確保のための方策 
■共 生活援助な 類似サービスの整備状況や利用者のニーズの把握に努
め、必要に応じて整備を促進していきます。 

 

サービス名 就労移行支援 

実績と現状 
前期計画期間を通して、利用者数、利用日数ともに大きく見込みを上回
る値で推移しています。 

サービス見込量

（1か月当り）    

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

８７人 ９０人 ９０人 

１，４０６人日 １，５００人日 １，５００人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込み、令和7年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 

■障害者の一般就労に重要な役割を持つサービスであり、国の指針におい
ても、福祉施設から一般就労への移 者を令和８年度中に令和３年度実
績の 1.31 倍以上増加することとされています。今後は利用希望の掘り
起こしのため、相談支援な を通じて利用促進を図っていきます。 
■また、継続して、雇用・労働政策と 携した障害者の就業支援に取り組
みます。 

 

サービス名 就労選択支援 

実績と現状 
令和7年度から開始する新たなサービスで前期計画期間中の実績があり
ません。 

サービス見込量

（1か月当り）    

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

 ２９人 ２９人 

 ５８０人日 ５８０人日 

推計の考え方 
令和４年度における就労アセスメントの利用実態から見込み、一定で推
移すると見込みます。 

確保のための方策 ■就労移 支援と 様に取り組みます。 
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サービス名 就労継続支援（Ａ型） 

実績と現状 
前期計画期間中について、利用者数、利用日数ともに下回り推移してい
ます。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

６１４人 ６４５人 ６４５人 

１１，６８３人日 １２，２６７人日 １２，２６７人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込み、令和7年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 

■現在、市内の事業所数は増加して推移しています。 
■令和６年4月１日現在、当サービスは需要を満たしています。障害福祉
サービス等の供給が過剰なものとならないように、新規指定を抑制し、
質の いサービスを確 します。なお、供給が不足する場合は、新規指
定も可能とします。 
■また、継続して、雇用・労働政策と 携した障害者の就業支援に取り組
みます。 

 

サービス名 就労継続支援（Ｂ型） 

実績と現状 
前期計画期間中について、利用者数、利用日数ともにほぼ見込み おり
に推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１，０４８人 １，１３１人 １，１３１人 

１７，０８４人日 １８，６２１人日 １８，６２１人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込み、令和7年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 

■令和６年4月１日現在、当サービスは需要を満たしています。障害福祉
サービス等の供給が過剰なものとならないように、新規指定を抑制し、
質の いサービスを確 します。なお、供給が不足する場合は、新規指
定も可能とします。 

 

サービス名 就労定着支援 

実績と現状 
前期計画期間中について、利用者数、利用日数ともに見込みを下回って
推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

６８人 ７４人 ７４人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込み、令和７年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 ■雇用・労働政策と 携した障害者の就業支援に取り組みます。 
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（３-３） 居住系サービス 

サービス名 自立生活援助 

実績と現状 
前期計画期間中について、利用者数、利用日数ともに見込みを上回り推
移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１１人 

うち精神 ５人 

１１人 

うち精神 ５人 

１１人 

うち精神 ５人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、令和6年度以降は一定で推移すると見
込みます。 

確保のための方策 
■地域移 支援、地域定着支援等の 携により、必要なサービスの確 に
努めます。 

 

サービス名 共同生活援助（グループホーム） 

実績と現状 
前期計画期間を通して、ほぼ見込み おりに推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加しています。 

サービス見込量

（1か月当り）  

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

５７８人 

うち精神 ４０１人 

６３６人 

うち精神 ４７３人 

７００人 

うち精神 ５５８人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向や実態調査、さらに重度化や  化した方の地域
移 の受け皿として、今後の需要は一層 まると予想されます。今後も利
用者数は増加して推移すると見込みます。 

確保のための方策 

■グループホームの利用は、施設整備が進むことで増加する面もあるため、
施設整備補助な の活用により事業所の整備を促進していき、さらに、
利用者の選択肢を広げるためにも、既存の事業所に加え、日中サービス
支援型や様々な障害特性に 応できる多様な形態のグループホームを整
備していきます。 

 

サービス名 施設入所支援 

実績と現状 
前期計画期間を通して、見込みを上回り推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して減少しています。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３７１人 ３６５人 ３５８人 

推計の考え方 
国の示す方針を踏まえ、令和４年度（2022年度）末の利用者（37７人）
から1.6%の削減を目標とします。 

確保のための方策 

■地域生活への移 を進める中で、入所者数の削減を進めていく必
要はありますが、在宅生活が困難な方に、相談支援等を通じてサ
ービスの提供につながるように努めていきます。 
■定員増を伴う施設整備は わないが、耐震化基準な 安全性に問
題のある老朽施設については、入所者の安全確 のため、施設の
更新を促していきます。 
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（３-４） 相談支援 

サービス名 計画相談支援 

実績と現状 
前期計画期間を通して、ほぼ見込み おりに推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加しています。 

サービス見込量 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３，５６８人 ３，８５３人 ４，１６１人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向、障害者数の推移および実態調査を踏まえ、今後
も増加して推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■サービス事業者に して情報の提供等を い、 入促進を図りながら必
要見込み量の確 に努めます。また、相談員に する研修な の受講を
勧奨し質の いサービスの確 に努めます。 

 

サービス名 地域移行支援 

実績と現状 
前期計画期間中については、令和元年度より見込みを大きく下回る値で
推移しています。 

サービス見込量 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

６人 

うち精神 ６人 

６人 

うち精神 ６人 

６人 

うち精神 ６人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で増加して推移すると見
込みます。 

確保のための方策 ■利用者のニーズの把握等に努め、必要に応じて整備を図っていきます。 

 

サービス名 地域定着支援 

実績と現状 
前期計画期間中については、令和元年度より見込みを大きく下回る値で
推移しています。 

サービス見込量 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２３人 

うち精神 １３人 

２７人 

うち精神 １４人 

３２人 

うち精神 １５人 

推計の考え方 国の指針を踏まえ、今後は増加して推移すると見込みます。 

確保のための方策 ■利用者のニーズの把握等に努め、必要に応じて整備を図っていきます。 
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（３-５） 障害児通所支援 

サービス名 児童発達支援 

実績と現状 
前期計画期間中においては、利用者数、利用日数ともに見込みを上回り
推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２３５人 ２６６人 ２６６人 

２，３３０人日 ２，６３３人日 ２，６３３人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の実績を踏まえ、利用者数、利用日数ともに今後も増加
するものと見込み、令和７年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 

■適正な運用が図られるよう、相談支援事業所な 関係機関との 絡調整
を図り、一定のサービスの確 に努めていきます。 
■令和６年４月１日現在、当サービスは需要を満たしています。障害福祉
サービス等の供給が過剰なものとならないように、新規指定を抑制し、
質の いサービスを確 します。なお、供給が不足する場合は、新規指
定も可能とします。 
■また、児童発達支援の必要見込量の確 とともに、 育所や認定こ も
園等において、障害児や医療的ケア児な の多様な 育ニーズに 応で
きるよう、継続して、加配 育士や看 師等の人材確 や研修の実施に
取り組みます。 

 

サービス名 放課後等デイサービス 

実績と現状 
前期計画期間中においては、利用者数、利用日数ともに見込みを下回り
推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

９８８人 １，１１６人 １，１１６人 

１３，６６６人日 １５，４４３人日 １５，４４３人日 

推計の考え方  
前期計画期間中の実績を踏まえ、利用者数、利用日数ともに今後も増加
するものと見込み、令和７年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 

■現在、市内の事業所数は大きく増加して推移しています。 
■なお、必要なサービス量が確 できたと考えられる場合には、新たな指
定を わないことも可能とします。 
■また、放課後等デイサービスの必要見込量の確 とともに、学童 育所
で障害児や発達の遅れのある児童を受け入れるため、継続して、指導員
の加配や研修の実施に取り組みます。 
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サービス名 保育所等訪問支援 

実績と現状 
前期計画期間中においては、利用者数、利用日数ともに見込みを下回り
推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

６４人 ７１人 ７１人 

１１０人日 １３４人日 １３４人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の実績を踏まえ、利用者数、利用日数ともに今後も増加
するものと見込み、令和７年度以降は一定と見込みます。 

確保のための方策 

■現在、当サービスは需要を満たしていますが、障害児の地域社会への 
加・包摂を推進するため、利用者のニーズの把握等に努め、必要に応じ
て整備を図っていきます。 
■また、 育所等訪問支援の必要見込量の確 とともに、 育所や認定こ
 も園等において、障害児や医療的ケア児な の多様な 育ニーズに 
応できるよう、継続して、加配 育士や看 師等の人材確 や研修の実
施に取り組みます。 

 

サービス名 居宅訪問型児童発達支援 

実績と現状 前期計画期間中は若干名の利用がありました。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１人 １人 １人 

６人日 ７人日 ７人日 

推計の考え方 前期計画期間中の実績を踏まえ、一定を見込みます。 

確保のための方策 

■現時点において、市内に 応できる事業所はない状況です。利用希望者
には、市外の施設を活用し、サービスの確 を図っていくこととなりま
す。今後、需要が大きくなることがあれば、市内の事業所に開所を働き
かけていくことも検討します。 

 

サービス 医療型児童発達支援 

実績と現状 前期計画期間中の利用実績はありません。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

0人 ０人 ０人 

0人日 ０人日 ０人日 

推計の考え方 前期計画期間中の実績を踏まえると、今後の利用はないと見込みます。 

確保の 

ための方策 

■現時点において、市内に 応できる事業所はない状況です。利用希望者
には、市外の施設を活用し、サービスの確 を図っていくこととなりま
す。今後、需要が大きくなることがあれば、市内の事業所に開所を働き
かけていくことも検討します。 
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（３-６） 障害児相談支援 

サービス 障害児相談支援 

実績と現状 
前期計画期間中においては、利用者数、利用日数ともに見込みを上回り
推移しています。 
各年度の実績の比較では、一貫して増加傾向にあります。 

サービス見込量

（1か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１，０６５人 １，２６７人 １，５０８人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向、障害者数の推移および実態調査を踏まえ、今後
も増加して推移すると見込みます。 

確保のための方策 ■計画相談支援と 様に取り組みます。 

 

（３-７） 医療的ケア児コーディネーター 

サービス 医療的ケア児コーディネーター 

実績と現状 
医療的ケアが必要な方を含む重症心身障害児・者及び の家族に して、
医療・福祉の両面に通じたコーディネーターを2名設置しています。 

配置人数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２人 ２人 ２人 

推計の考え方 今後も 様の体制を維持していきます。 

確保のための方策 ■今後も 様の体制を維持していきます。 
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２．地域生活支援事業 

（１）サービスの概要 

サービス名 内容 

理解促進研修 

・啓発事業 

障害者が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を
除去するため、障害者等の理解を深めるための研修・啓発を通じて
地域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実現を図
るものです。 

自発的活 支援事業 
障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、
障害者等、 の家族、地域住民等による地域における自発的な取り
組みを支援することにより、共生社会の実現を図るものです。 

相談支援事業 

 
基幹相談 
支援センター 
機能強化事業 

市町村における相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一
般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有する専
門的職員を基幹相談支援センター等に配置することや、基幹相談支
援センター等が地域における相談支援事業者等に する専門的な
指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移 に向けた
取り組み等を実施することにより、相談支援機能の強化を図りま
す。 

 
住宅入居等支援事
業（居住サポート
事業） 

障害者で、賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているもの
の、 証人がいないな の理由により入居が困難な人に し、入居
に必要な調整な に係る支援を うとともに、家主な への相談・
助言を通じて障害者の地域生活の支援を います。 

成年後見制度利用支援 
事業 

障害福祉サービスの利用な の観点から、成年後見制度の利用が有
効と認められる知的障害者または精神障害者に し、成年後見制度
の利用を支援することにより、これらの障害者の権利擁 を図る事
業であり、成年後見制度の申立てに要する費用（登記手数料、鑑定
費用な ）や後見人な の報酬を助成します。 

意思疎通支援事業 
聴覚・言語機能・音声機能障害、視覚 の の障害のため、意思の
疎通を図ることに支障がある障害者等に、手話通訳者・要約筆記者
等の派遣な により、意思疎通の円滑化を図ります。 

意思疎通支援者養成 
研修事業 
 
 
 
 

手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳・ 助員を養成することに
より、聴覚、言語機能、音声機能等の障害のため、意思疎通を図る
ことに支障がある障害のある人等が、自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるよう各種養成研修事業を実施します。 
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サービス名 内容 

日常生活用具給付等事業 
  訓練支援用具や自立支援用具な の日常生活用具の給付・
貸与な を い日常生活の便宜や福祉の増進を図ります。 

 

  ・訓練支援用

具 

特殊寝台、特殊マット の の障害者等の身体  を支援する用
具、並びに障害児が訓練に用いるいす等のうち、障害者等及び 助
者が容易に使用することができるものであって、実用性のあるもの
です。 

自立生活支援用具 
入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置、 の の障害者等の入
浴、食事、移 等の自立生活を支援する用具のうち、障害者等が容
易に使用することができるものであって、実用性のあるものです。 

在宅療養等支援 
用具 

電気式たん吸引器、盲人用体温計、 の の障害者等の在宅療養等
を支援する用具のうち、障害者等が容易に使用することができるも
のであって、実用性のあるものです。 

情報・意思疎通支
援用具 

点字器、人工喉頭 の の障害者等の情報収集、情報伝達、意思疎
通等を支援する用具のうち、障害者等が容易に使用することができ
るものであって、実用性のあるものです。 

排泄管理支援用具 
ストーマ（人工肛門等）装具、 の の障害者等の排泄管理を支援
する用具及び衛生用品のうち、障害者等が容易に使用することがで
きるものであって、実用性のあるものです。 

居宅生活 作補助
用具（住宅改修
費） 

障害者等の居宅生活 作等を円滑にする用具であって、設置に小規
模な住宅改修を伴うものです。 

移 支援事業 
屋外での移 が困難な障害者な について、外出のための支援を 
うことにより、地域における自立生活及び社会 加を促すことを目
的とした事業です。 
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サービス名 内容 

地域活 支援センター 
機能強化事業 

創作的活 ・生産活 の機会提供や社会との交流促進な を う
「地域活 支援センター」の機能を充実強化し、障害者の地域生活
支援の促進を図る事業です。地域活 支援センターには、Ⅰ～Ⅲ型
の３類型が国の要綱で例示されています。 

 

Ⅰ型 

○専門職員（精神  福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の
社会基盤との 携強化のための調整、地域住民ボランティア育
成、障害に する理解促進を図るための普及啓発等の事業を実施
します。なお、相談支援事業を併せて実施又は委託を受けている
ことを要件とします。 

Ⅱ型 
○地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に し、機能訓練、
社会適応訓練、入浴等のサービスを実施します。 

Ⅲ型 

○地域の障害者のための援  策として地域の障害者団体等が実
施する通所による援 事業の実績を概ね５年以上有し、安定的な
運営が図られているものです。 

○自立支援給付に基づく事業所に併設して実施することも可能で
す。 

障害児等療育支援事業 

障害児等療育支援事業は、在宅の重症心身障害児（者）、知的障害
児（者）、身体障害児に し、施設の有する機能を活用し、各種の
相談・指導・助言等を うことにより、障害のある  もや障害の
ある人を支える事業です。 

地域生活支援広域調整
会議等事業 

精神障害者が自立した日常生活を営むために必要な広域調整や、専
門性が い相談支援及び事故・災害等発生時に必要な緊急 応の体
制構築等を進めます。 

訪問入浴サービス事業 
身体障害者の在宅生活を支援するため、移 入浴車の派遣により入
浴サービスを提供します。 

日中一時支援事業・ 
障害児タイムケア事業 

日中一時支援事業とは、日中に一時的に見守り等の支援が必要な障
害者に して、日中活 の場を提供することにより、家族の就労支
援や  家族の一時的な休息を確 する事業です。 

障害児タイムケア事業とは、障害者支援施設・中学校の特別支援教
室等において、障害のある中 生等を預かるとともに、社会に適応
する日常的訓練を う事業です。 

社会 加促進事業  

 
スポーツ・レクリ
エーション教室開
催等事業 

スポーツ・レクリエーション活 を通じて、障害者の  づくりや
交流、余暇活 の充実を図るため、各種スポーツ・レクリエーショ
ン教室や障害者スポーツ大会な を開催する事業です。 
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（２）前期計画期間中の実績 

  

サービス名 
R3 年度(2021 年度) R4 年度(2022 年度) R5 年度(2023 年度) 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

理解促進研修・啓発事業 有 有 有 有 有  

自発的活 支援事業 有 有 有 有 有  

相談支援事業       

  基幹相談支援センター等機能強化事業 有 有 有 有 有 
 

  住宅入居等支援事業（居住ｻﾎﾟｰﾄ事業） 有 有 有 有 有 
 

成年後見制度利用支援事業 ７人 １９人 ８人 ２５人 ９人  

意思疎通支援事業      
 

  手話通訳者設置事業 ２人 ３人 ２人 ３人 ２人  

  手話通訳者・要約筆記者派遣事業 ３７８件 ２８２件 ４０４件 ３５９件 ４３２件  

  重度障害者コミュニケーション支援事業 有 有 有 有 有  

  盲ろう者向け通訳 助員派遣事業 ２４０件 ７７件 ２４０件 ９４件 ２４０件  

意思疎通支援者養成研修事業       

 
手話・要約筆記奉仕員養成研修事業 

３講座 

２０人 

３講座 

２０人 

３講座 

２０人 

３講座 

２４人 

３講座 

２０人 
 

盲ろう者向け通訳 助員養成研修事業 ２４０人 ７７人 ２４０人 ９４人 ２４０人  

日常生活用具給付等事業       

   ・訓練支援用具 １６件 ２２件 １６件 ３０件 １６件  

 
自立生活支援用具 ６９件 ５８件 ６９件 ９０件 ７０件  

在宅療養等支援用具 ５６件 ７２件 ５６件 ５６件 ５６件  

 情報・意思疎通支援用具 ７２件 ８０件 ７２件 ８１件 ７２件  

 排泄管理支援用具 6,004 件 6,048 件 6,158 件 6,062 件 6,316 件  

 居宅生活 作補助用具 ８件 １１件 ８件 ９件 ８件  

移 支援事業 
２８４人 

2,878 時間 

２５２人 

2,466 時間 
２９１人 

2,858 時間 
２４４人 

2,619 時間 
２９９人 

2,838 時間 
 

地域活 支援センター事業機能強化事業       

 Ⅰ型 ２箇所 ２箇所 ２箇所 ２箇所 ２箇所  

 Ⅱ型 ０箇所 ０箇所 ０箇所 ０箇所 ０箇所  

 Ⅲ型 ８箇所 ８箇所 ８箇所 ８箇所 ８箇所  

障害児等療育支援事業 ３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所  

地域生活支援広域調整会議等事業 １～３回 ３回 １～３回 ３回 １～３回  

訪問入浴サービス事業 ２９人 ３２人 ３０人 ２９人 ３１人  

日中一時支援事業 
９９人 

305人日 
６０人 

248人日 
９８人 

282人日 
５３人 

253人日 
９８人 

263人日 
 

 日中一時支援 
５１人 

126人日 
３２人 

９４人日 
５１人 

126人日 
24人 

104 人日 
５１人 

126人日 
 

 障害児タイムケア 
４８人 

179人日 
２８人 

154人日 
47人 

156 人日 
29人 

149 人日 
４７人 

137人日 
 

社会 加促進事業       

 
"スポーツ・レクリェーション教室 
開催等事業" 

８事業 

５００人 

４事業 

１５５人 
８事業 

５００人 
５事業 

２０４人 
８事業 

５００人 
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（３）各サービスの現状と見込み 

（３-１） 理解促進研修・啓発事業 

事業名 理解促進研修・啓発事業 

実績と現状 

前期計画期間中については、「障害者福祉啓発事業」を本事業と位置づけ、

障害者団体等が実施する啓発活 への補助を通じて、理解促進・啓発に取

り組んでいます。 

実施の有無 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

有 有 有 

推計の考え方  
障害者理解の重要性から、当事業は必要であり今後も 様に取り組んで

いく予定です。 

確保のための方策 ■より効果的な方法を検討しながら、今後も当事業を継続していきます。 

 

（３-２） 自発的活動支援事業 

事業名 自発的活動支援事業 

実績と現状 

前期計画期間中については、障害者等が自立した日常生活を営むことが

できるための地域における自発的な活 への補助を通じて、共生社会の実

現に取り組んでいます。 

実施の有無 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

有 有 有 

推計の考え方  
障害者福祉において市民との協働は重要であることから、市民のインフ
ォーマルな活 への支援については、今後もこれまで 様に取り組んでい
く予定です。 

確保のための方策 ■より効果的な方法を検討しながら、今後も当事業を継続していきます。 

 

（３-３） 相談支援事業 

事業名 基幹相談支援センター等機能強化事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、市内４法人に基幹相談支援センター機能を
委託しており、専門的な相談支援を必要とする困難ケース等への 応のた
め、専門職の配置を っています。 

実施の有無 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

有 有 有 

推計の考え方 
困難ケース等への 応能力の確 は不可欠であると考えられるため、今

後も 様に取り組んでいく予定です。 

確保のための方策 ■今後も当事業を継続していきます。 
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事業名 住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

実績と現状 
前期計画期間中については、市内４法人に基幹相談支援センター事業を
委託しており、相談支援事業の一つとして実施しています。 

実施の有無 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

有 有 有 

推計の考え方 
障害者の地域移 を進める上で、居住の場の確 は重大な課題となって
いるため、今後も 様に取り組んでいく予定です。 

確保のための方策 ■今後も当事業を継続していきます。 

 

（３-４） 成年後見制度利用支援事業 

事業名 成年後見制度利用支援事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを上回る値で推移しています。 
各年度の実績の比較については、一貫して増加しています。 

利用者数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２０人 ２０人 ２０人 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後、毎年２０人程度の利用者増加を
見込みます。 

確保のための方策 ■今後も当事業を継続していきます。 

 

（３-５） 意思疎通支援事業 

事業名 手話通訳者設置事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを上回り推移しています。 
各年度の実績の比較では、 数で推移しています。 

設置者数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３人 ３人 ３人 

推計の考え方 今後も 様の体制を維持していきます。 

確保のための方策 ■今後も 様の体制を維持していきます。 
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事業名 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを大きく下回って推移しています。 
各年度の実績の比較については、一貫して増加しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

４３０件 ４５０件 ４７０件 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向等を踏まえ、今後は増加して推移すると見込みま
す。 

確保のための方策 
■手話通訳者、要約筆記者が不足している現状を踏まえ、手話通訳者、要
約筆記者養成講座を継続して開催するな 、人材確 及び育成等に努め
ます。 

 

事業名 重度障害者コミュニケーション支援事業 

実績と現状 

前期計画期間中については、H３０年度制度改正により一定要件に該当

する場合は重度訪問  サービスにて 様のサービスを提供しています

が、本事業の利用申請はありませんでした。 

実施の有無 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

有 有 有 

推計の考え方 今後も継続して実施する予定です。 

確保のための方策 ■今後も相談支援な を通じて利用促進を図っていきます。 

 

事業名 盲ろう者向け通訳介助員派遣事業 

実績と現状 前期計画期間中については、見込みを大きく下回って推移しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１３０件 １５０件 １７０件 

推計の考え方 
利用者が極端に少ないことから、利用者ニーズを確認のうえ推計してい
ます。 

確保のための方策 
■盲ろう者向け通訳 助員養成研修事業への 加を勧奨するな 、通訳 

助員の確 を図っていきます。 
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（３-６） 意思疎通支援者養成研修事業 

事業名 手話・要約筆記奉仕員養成研修事業 

実績と現状 
前期計画期間中について、ほぼ見込み おりに推移しています。 
各年度の実績の比較についてもほぼ一定です。 

講座数及び 

講習修了者数 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３講座 ３講座 ３講座 

20人 20人 20人 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は 程度で推移すると見込みます。 

確保のための方策 

■広報誌や関係団体を通した案内な を活用して、講座開催の周知を う

とともに、利用しやすい開催日時・開催会場・開催方法を検討し、 加

者の増加を図ります。 

 

事業名 盲ろう者向け通訳介助員養成研修事業 

実績と現状 前期計画期間中については、見込みを大きく下回って推移しています。 

講習修了者数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１９人 １９人 １９人 

推計の考え方 前期の目標を引き継ぎます。 

確保のための方策 

■専門性の い研修となるため、本市単独で実施することは非効率と考え

られます。県の実施する講座への 加を通じて、通訳・ 助員の養成体

制確 を図ります。 

 

（３-７） 日常生活用具給付等事業 

事業名 介護・訓練支援用具 

実績と現状 
前期計画期間中については、ほぼ見込みを上回る値で推移しています。 
各年度の実績の比較については、一貫して増加しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２０件 ２０件 ２０件 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は 程度で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■用具品目、 象者、基準額等、耐用年数等の見直しを適宜 うように努
めます。 
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事業名 自立生活支援用具 

実績と現状 
前期計画期間中については、令和3年度は見込みを下回り、令和4年度
は見込みを上回っています。 
各年度の実績の比較については、年度により増減があります。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

７０件 ７０件 ７０件 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■用具品目、 象者、基準額、耐用年数等の見直しを適宜 うように努め
ます。 

 

事業名 在宅療養等支援用具 

実績と現状 

前期計画期間中については、令和３年度は見込みを上回り、令和４年度
は見込み おりに推移しています。 
各年度の実績の比較については、年度により増減はありますが、ほぼ 
程度にて推移しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

５６件 ５６件 ５６件 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■用具品目、 象者、基準額、耐用年数等の見直しを適宜 うように努め
ます。 

 

事業名 情報・意思疎通支援用具 

実績と現状 
前期計画期間中については、ほぼ見込みを上回る値で推移しています。 
各年度の実績の比較については、一貫して増加しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

８０件 ８０件 ８０件 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■用具品目、 象者、基準額、耐用年数等の見直しを適宜 うように努め
ます。 
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事業名 排泄管理支援用具 

実績と現状 
前期計画期間中については、ほぼ見込み おりで推移しています。 
各年度の実績の比較については、一貫して増加しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

６，３１６件 ６，３１６件 ６，３１６件 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■用具品目、 象者、基準額、耐用年数等の見直しを適宜 うように努め
ます。 

 

事業名 居宅生活動作補助用具 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを上回る値で推移しています。 
各年度の実績の比較については、一貫して少しずつ増加しています。 

サービス見込量 

（のべ件数） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１０件 １０件 １０件 

推計の考え方 前期計画期間中の傾向を踏まえ、今後も 程度で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■用具品目、 象者、基準額、耐用年数等の見直しを適宜 うように努め
ます。 

 

（３-８） 移動支援事業 

事業名 移動支援事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを下回る値で推移しています。 
各年度の実績の比較については、利用人数は微減し、利用時間は増加し
ています。 

サービス見込量 

（１か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２５４人 ２６０人 ２６６人 

２，７２４時間 ２，７８１時間 ２，８３７時間 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向等を踏まえ、利用者数、利用時間は微増すると見
込みます。 

確保のための方策 

 

■サービス事業所に して情報の提供等を い、 入促進を図りながら必
要見込み量の確 に努めます。 
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（３-９） 地域活動支援センター事業 

事業名 地域活動支援センター機能強化事業 Ⅰ型 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込み おりに推移しています。 
各年度の実績についても、 数で推移しています。 

実施箇所数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２箇所 ２箇所 ２箇所 

推計の考え方 今後も 様の体制を維持していきます。 

確保のための方策 ■今後も 様の体制を維持していきます。 

 

事業名 地域活動支援センター機能強化事業 Ⅱ型 

実績と現状 前期計画期間中について、市内に事業所はありません。 

実施箇所数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

０箇所 ０箇所 ０箇所 

推計の考え方 日中活 系事業所の増加により、本市での必要性は低くなっています。 

確保のための方策 ■上記の理由により、当事業の実施は予定していません。 

 

事業名 地域活動支援センター機能強化事業 Ⅲ型 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込み おりに推移しています。 
各年度の実績についても、 数で推移しています。 

実施箇所数 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１０箇所 

うち２箇所市外事業所 

１０箇所 

うち２箇所市外事業所 

１０箇所 

うち２箇所市外事業所 

推計の考え方 
前期計画期間中の実績を踏まえ、ほぼ横ばいで推移していくものと見込
みます。 

確保のための方策 ■今後も 様の体制の維持に努めます。 
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（３-１０） 障害児等療育支援事業 

事業名 障害児等療育支援事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、令和元年度に医療機関（２箇所）と 携し
て発達障害に特化した療育支援事業を開始したことにより、見込みを上回
りました。 

実施箇所数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３箇所 ３箇所 ３箇所 

推計の考え方 今後も 様の体制を維持していきます。 

確保のための方策 ■今後も 様の体制を維持していきます。 

 

（３-１１） 広域的な支援事業（精神障害者地域生活支援広域調整等事業） 

事業名 地域生活支援広域調整会議等事業 

実績と現状 
「障害者地域生活支援協議会 地域包括ケアシステム検討部会」は平成３
０年度に設置しています。 

開催回数数 
R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

１～３回 １～３回 １～３回 

推計の考え方 協議内容によって、年間1～3回程度の開催を予定しています。 

確保のための方策 
■今後も、両会議及び関係機関や関係部局との 携を強化し、国の 向や
地域ニーズを踏まえながら、確実な実施に努めます。 

 

（３-１２） 訪問入浴サービス事業 

事業名 訪問入浴サービス事業 

実績と現状 
前期計画期間中については、ほぼ見込み おりで推移しています。 
各年度の実績の比較でも、 程度で推移しています。 

サービス見込量 

（１か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３０人 ３０人 ３０人 

推計の考え方 前期計画期間中の推移を踏まえ、今後は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■ニーズの把握を いつつ、サービス事業者に して情報等の提供を い、
 入促進を図りながらサービスの確 に努めます。 

 

  
 



 

40 

 

（３-１３） 日中一時支援事業 

事業名 日中一時支援型 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを下回り推移しています。 
各年度の実績の比較でも、一貫して減少しています。 

サービス見込量 

（１か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

３２人 ３２人 ３２人 

９４人日 ９４人日 ９４人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向等を踏まえ、今後は令和3年度と 程度で推移す
ると見込みます。 

確保のための方策 
■類似サービスの放課後等デイサービスへ利用者が移 していることもあ
り、利用者の 向を見極め 応していきます。 

 

事業名 障害児タイムケア型 

実績と現状 
前期計画期間中については、見込みを下回り推移しています。 
各年度の実績の比較でも、一貫して減少しています。 

サービス見込量 

（１か月当り） 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

２８人 ２８人 ２８人 

１５４人日 １５４人日 １５４人日 

推計の考え方 
前期計画期間中の傾向等を踏まえ、今後は令和3年度と 程度で推移す
ると見込みます。 

確保のための方策 
■類似サービスの放課後等デイサービスへ利用者が移 していることもあ
り、利用者の 向を見極め 応していきます。 

 

（３-１４） 社会参加促進事業 

事業名 スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

実績と現状 前期計画期間中については、見込を下回っています。 

事業数 

及び参加者 

R6 年度(2024 年度) R7 年度(2025 年度) R8 年度(2026 年度) 

８事業 ８事業 ８事業 

５００人 ５００人 ５００人 

推計の考え方 今後は一定で推移すると見込みます。 

確保のための方策 
■障害者ふれあいスポーツ大会については、多くの方の 加を促すため、
種目や開催方法について検討するように努めます。 
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１．ＰＤＣＡサイクルの導入   

障害者総合支援法及び児童福祉法においては、市町村は計画に定める事項について、定

期的に調査、分析及び評価を い、必要があると認めるときは、計画の変更 の の必要

な措置を講ずるものとされています。 のため、基本指針においては、少なくとも１年に

１回は、成果目標に関する実績を把握し、分析・評価（中間評価）を い、必要があると認

められるときは、計画の変更等の措置を講じる（ＰＤＣＡサイクルの導入）とされていま

す。また、中間評価の際には、協議会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、 の結果に

ついて、公表することが望ましいとされています。 

〈ＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．本市における進行管理   

本市における計画の成果目標及び活 指標の年度ごとの進 管理は、「障害者計画」と 

様に、前年度の事業の進捗について障害者福祉課による自己評価を い、 の結果を「久

留米市障害者地域生活支援協議会」へ報告し、評価・意見を求めます。この評価・意見につ

いては、次年度以降への施策展開へ反映できるよう努めます。また、国の制度改正、社会状

況の変化、市民や地域な 多様な主体との 携・協働による地域共生社会の実現に向けた

取組な の進捗を注視しながら、必要に応じ計画の見直しの検討も います。 

なお、本計画の実施に係る財源については、予算的に担 されたものでは

ありません。今後の市の財政状況による制約により、変更を うこともあり

ます。 

■「基本指針」に即して成果目標及び活 指標を設定す
るとともに、障害福祉サービスの見込み量の設定や 
の 確 方策を定める。 

計画（Plan） 

■中間評価等の結果を踏ま
え、必要があると認めると
きは、障害福祉計画・障害
児福祉計画の変更や事業の
見直し等を実施する。 

改善（Act）
（Actlan） 

■成果目標及び活 指標については、少なくとも１年に
１回 の実績を把握し、障害者施策や関 施策の 向
も踏まえながら、障害福祉計画・障害児福祉計画の中
間評価として分析・評価を う。 

■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、
 の結果について公表することが望ましい。 

■活 指標については、より い頻度で実績を把握し、
達成状況等の分析・評価を うことが望ましい。 

評価（Check） 

■計画の内容を踏まえ、 
事業を実施する。 

実 （Do）
（Actlan） 

第３部 計画の進行管理 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期久留米市障害福祉計画 

第３期久留米市障害児福祉計画 
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１．計画策定の趣旨 

（１）市内総人口の推移 

市内の総人口は、平成30年度（2018度）から緩やかに減少を続け、令和５年

（2023）には301,708人となり、５年間で2,992人の減少となっています。 

3区分別にみると、年少人口、生産年齢人口が減少する中で、老齢人口は増加してお

り、平成29年度で高齢化率は27.9％に達しています。 

 

【市内総人口（3区分別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

令和５年

（2023）

総人口 304,703 304,705 304,079 302,122 301,612 301,708

年少人口（０～14歳） 42,715 42,609 42,338 41,668 41,158 40,877

生産年齢人口（15～64歳） 180,393 179,474 178,193 176,335 176,262 176,588

老齢人口（65歳以上） 81,595 82,622 83,548 84,119 84,192 84,243

資料：住民基本台帳 平成 30 年（2018）～令和４年（2022） 各年度末 

                                               令和５年（2023） ９月１日現在 

42,715 42,609 42,338 41,668 41,158 40,877 

180,393 179,474 178,193 176,335 176,262 176,588 

81,595 82,622 83,548 84,119 84,192 84,243 

304,703 304,705 304,079 302,122 301,612 301,708 
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老齢人口（65歳以上） 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口（０～14歳）
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（２）地区別人口 

令和５年（2023）９月１日現在の本市の地区別人口は、以下のとおりとなっています。 

障害福祉サービスの事業所、特に通所を伴う事業所は、利用者にとって居住地の近くあ

ることが望ましいと考えられます。整備にあたっては、地域間のバランスと需要の一因と

なる地区別の人口を考慮する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※地区は、第９期高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の日常生活圏域の考え方に準じています。 

 

  

地区
人口

（令和５年９月１日現在）

A 西国分 東国分 29,538

B 荘島 日吉 篠山 南薫 長門石 36,746

C 鳥飼 南 津福 28,777

D 京町 金丸 29,645

E 御井 合川 23,690

F 上津 高良内 青峰 27,967

G 小森野 宮ノ陣 弓削 北野 大城 金島 30,978

H 船越 水縄 田主丸 水分 竹野 川会 柴刈 18,480

I
城島

（旧城島）

城島

（旧下田）
江上 青木

城島

（旧浮島）
西牟田 犬塚 三潴 28,743

J 安武 荒木 大善寺 26,557

K 山川 山本 草野 善導寺 大橋 20,587

301,708

小学校区

合　　　計
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２．障害者の状況 

（１）３障害の状況 

手帳所持者数は3障害合計（重複含む）で令和４年度（2022年度）末現在で18,625

人となっています（身体障害者手帳：11,578人、療育手帳：2,886人、精神障害者保健

福祉手帳：4,161人）。 

第６期計画策定時（令和２年度（2020年度））からの推移をみると、身体障害者手帳

所持者は378人減少していますが、精神障害者保健福祉手帳所持者は642人増加し、全

体で459人の増加となっています。 

 

【障害者手帳所持者数の推移（３障害（全体））】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【令和４年度末障害者手帳所持者数年齢構成（３障害（全体））】 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

17,871 18,221 18,166 18,531 18,625 459 1.0倍

身体障害者手帖所持者 12,272 12,190 11,956 11,814 11,578 -378 1.0倍

療育手帳所持者 2,545 2,594 2,691 2,751 2,886 195 1.1倍

精神障害者保健福祉手帳所持者 3,054 3,437 3,519 3,966 4,161 642 1.2倍

合計

資料：障害福祉課（各年度末現在） 

※合計は各手帳所持者数の計（重複含む） 

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

０～17歳 213 1.8% 791 27.4% 165 4.0% 1,169 6.3%

18～64歳 3,081 26.6% 1,863 64.6% 3,311 79.6% 8,255 44.3%

65歳以上 8,284 71.5% 232 8.0% 685 16.5% 9,201 49.4%

合計 11,578 100.0% 2,886 100.0% 4,161 100.0% 18,625 100.0%

身体障害 知的障害 精神障害 合計
年　　　齢

 

12,272 12,190 11,956 11,814 11,578 

2,545 2,594 2,691 2,751 2,886 

3,054 3,437 3,519 3,966 4,161 
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（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

（人）

身体障害者手帖所持者 療育手帳所持者

精神障害者保健福祉手帳所持者
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（２）身体障害者の状況 

①等級別の状況 

身体障害者手帳所持者の状況を手帳等級別にみると、令和４年度（2022年度）末現在

では1級が3,797人（全体の32.8％）と最も多く、次いで4級が2,673人（同23.1％）、

2級が1,700人（同14.7％）となっています。また、1・2級の重度者があわせて5,497

人（同47.5％）と半数弱を占めています。 

第６期計画策定時（令和２年度（2020年度））と比較すると、６級を除くすべての等

級で、手帳所持者数が減少しています。 

 

【身体障害者手帳所持者数の推移（等級別）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

12,272 12,190 11,956 11,814 11,578 -378 1.0倍

１級 3,982 3,981 3,968 3,878 3,797 -171 1.0倍

２級 1,859 1,807 1,772 1,740 1,700 -72 1.0倍

３級 1,738 1,747 1,687 1,703 1,674 -13 1.0倍

４級 2,897 2,868 2,776 2,726 2,673 -103 1.0倍

５級 907 882 861 844 812 -49 0.9倍

６級 889 905 892 923 922 30 1.0倍

合計

 

資料：障害福祉課（各年度末現在） 

3,982 3,981 3,968 3,878 
3,797 

1,859 1,807 1,772 1,740 1,700 

1,738 
1,747 1,687 1,703 

1,674 

2,897 2,868 2,776 2,726 2,673 

907 

882 861 844 812 889 

905 892 923 
922 
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②部位別の状況 

身体障害者手帳所持者の状況を部位別にみると、令和４年度（2022年度）末現在で視

覚障害者764人（全体の6.6％）、言語・聴覚障害が1,299人（同11.2％）、肢体不自

由5,856人（同50.6％）、内部障害3,659人（同31.6％）となっており、肢体不自由が

過半数を占めています。 

第６期計画策定時（令和２年度（2020年度））と比較すると、内部障害をのぞくすべ

ての障害において、手帳所持者数が減少しています。 

 

【身体障害者手帳所持者数の推移（部位［大分類］別）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：障害福祉課（各年度末現在） 

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

12,272 12,190 11,956 11,814 11,578 -378 1.0倍

視覚障害 818 809 795 782 764 -31 1.0倍

言語・聴覚障害 1,345 1,357 1,326 1,326 1,299 -27 1.0倍

肢体不自由 6,513 6,376 6,180 6,044 5,856 -324 1.0倍

内部障害 3,596 3,648 3,655 3,662 3,659 4 1.0倍

合計

 

818 809 795 782 764 

1,345 1,357 1,326 1,326 1,299 

6,513 6,376 
6,180 6,044 5,856 

3,596 3,648 3,655 3,662 3,659 
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（３）知的障害者の状況 

療育手帳所持者の状況を手帳判定別にみると、令和４年度（2022年度）末現在ではA

が1,325人（全体の45.9％）、Bが1,561人（同54.1％）となっています。 

第６期計画策定時（令和２年度（2020年度））と比較すると、Ａ、Bともに増加して

おり、全体で195人の増加となっています。 

 

【療育手帳所持者数の推移（判定別）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

2,545 2,594 2,691 2,751 2,886 195 1.1倍

Ａ 1,271 1,256 1,283 1,265 1,325 42 1.0倍

Ｂ 1,274 1,338 1,408 1,486 1,561 153 1.1倍

合計

 

1,271 1,256 1,283 1,265 
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資料：障害福祉課（各年度末現在） 
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（４）精神障害者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者の状況を手帳等級別にみると、令和４年度（2022年

度）末現在では2級が2,865人と全体の68.9％を占めて最も多くなっています。 

第６期計画策定時（令和２年度（2020年度））と比較すると、1級は減少しています

が２級と３級は増加しており、２級は1.2倍、３級は1.3倍の伸び率となっています。 

 

【精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害福祉課（各年度末現在） 

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

3,054 3,437 3,519 3,966 4,161 642 1.2倍

１級 198 226 223 214 207 -16 0.9倍

２級 2,116 2,357 2,453 2,765 2,865 412 1.2倍

３級 740 854 843 987 1,089 246 1.3倍

合計
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自立支援医療（精神通院医療）受給者数は、令和４年度（2022年度）末現在で7,423

人となっており、第６期計画策定時（令和２年度（2020年度））から495人増加し、

1.1倍の増加となっています。 

 

【自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

精神通院医療受給者数 6,208 6,679 6,928 6,996 7,423 495 1.1倍
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資料：障害福祉課（各年度末現在） 



9 

（５）発達障害の状況 

幼児教育研究所の相談件数は平成30年度（2018年度）から一貫して減少しており、

令和４年度（2022年度）末現在で1,524件となっています。 

 

【幼児教育研究所 相談件数の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【通級指導教室 利用者数の推移】 
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小学校 中学校 合計

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

相談件数 1,862 1,762 1,712 1,575 1,524 -188 0.9倍
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平成30年
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（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

308 282 285 270 269 -16 0.9倍

小学校 286 259 264 252 245 -19 0.9倍

中学校 22 23 21 18 24 3 1.1倍

合計

資料：幼児教育研究所（各年度末現在） 

資料：学校教育課（各年度末現在） 
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（６）難病患者の状況 

特定疾患医療受給者証所持者数も近年増加傾向にあり、令和４年度（2022年度）末現

在で2,507人となっています。 

令和４年度（2022年度）末現在の疾病群別内訳をみると、神経・筋疾患（647人）や

免疫系疾患（536人）、消化器系疾患（534人）をはじめ、多岐にわたっています。疾

病別にみると、パーキンソン病関連疾患（335人）や潰瘍性大腸炎（319人）が多くな

っています。 

 

【特定疾患医療受給者証所持者数の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特定疾患医療受給者証所持者数の内訳（令和４年度（2022年度））】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

増減数

（Ｒ４－Ｒ２）

増減率

（Ｒ４／Ｒ２）

特定疾患医療受給者証所持者数 2,124 2,242 2,511 2,473 2,507 -4 1.0倍

2,124 2,242 
2,511 2,473 2,507 

0

2,000

4,000

6,000

平成30年
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令和元年
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令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

（件）

特定疾患医療受給者証所持者数

疾患群 人数 構成比

神経・筋疾患 647 25.8%

代謝系疾患 51 2.0%

皮膚・結合組織疾患 48 1.9%

免疫系疾患 536 21.4%

循環器系疾患 54 2.2%

血液系疾患 65 2.6%

腎・泌尿器系疾患 53 2.1%

骨・関節系疾患 275 11.0%

内分泌系疾患 75 3.0%

呼吸器系疾患 125 5.0%

視覚系疾患 44 1.8%

消化器系疾患 534 21.3%

染色体または遺伝子に変化を伴う症候群 0 0.0%

耳鼻科系疾患 0 0.0%

合計 2,507 100.0%

疾病名 疾患群 人数（人）

パーキンソン病関連疾患 神経・筋疾患 335

潰瘍性大腸炎 消化器系疾患 319

後縦靱帯骨化症 骨・関節系疾患 153

クローン病 消化器系疾患 146

全身性エリテマトーデス 免疫系疾患 153
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耳鼻科系疾患

（人）

資料：健康推進課（各年度末現在） 

資料：健康推進課（各年度末現在） 
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３．指定障害福祉サービス事業者等の状況 

障害福祉サービスの提供体制の基盤となる、市内の指定障害者福祉サービス事業所の状況

は、以下のとおりです。 

 

№ サービス名 地区 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ 計 

1 居宅介護 事業所数 5 8 7 12 8 7 4 3 1 7 2 64 

2 重度訪問介護 事業所数 3 6 7 10 7 2 4 3 1 4 2 49 

3 同行援護 事業所数 3 4 3 7 7 1 0 0 1 5 1 32 

4 行動援護 事業所数 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 3 

5 重度障害者等包括支援 事業所数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

6 生活介護 定員数 9 21 0 0 50 109 170 210 140 98 215 1022 

7 療養介護 定員数 0 0 0 0 0 0 0 150 0 0 0 150 

8 短期入所 定員数 6 3 5 0 1 13 9 12 9 0 7 65 

9 自立訓練（機能） 定員数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

10 自立訓練（生活） 定員数 22 15 0 0 0 20 0 0 0 10 0 67 

11 宿泊型自立訓練 定員数 0 0 0 0 0 20 0 0 0 0 0 20 

12 就労移行支援 定員数 20 86 0 0 20 0 0 0 0 0 6 126 

13 就労継続支援 A 型 定員数 95 219 30 20 49 60 10 20 39 90 0 632 

14 就労継続支援 B型 定員数 135 244 20 40 70 40 120 90 70 25 60 914 

15 就労定着支援 事業所数 1 5 0 4 1 1 0 1 1 5 1 20 

16 共同生活援助 定員数 25 114 8 62 68 36 38 37 77 105 32 602 

17 施設入所支援 定員数 0 0 0 0 0 70 120 204 50 0 75 519 

18 自立生活援助 事業所数 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 2 

19 計画相談支援 事業所数 2 8 0 5 2 1 3 2 3 8 2 36 

20 地域移行支援 事業所数 1 5 0 4 1 1 0 1 1 5 1 20 

21 地域定着支援 事業所数 1 5 0 4 1 1 0 1 1 5 1 20 

22 児童発達支援 定員数 25 80 20 30 40 70 20 30 10 30 45 400 

23 放課後等デイサービス 定員数 70 75 70 50 90 95 40 20 40 45 45 640 

24 医療型児童発達支援 定員数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

25 保育所等訪問支援 事業所数 0 2 1 0 0 3 0 1 0 0 0 7 

26 居宅訪問型児童発達支援 事業所数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

27 障害児相談支援 事業所数 2 5 0 2 2 2 2 2 2 8 1 28 

事業所数 18 48 19 48 30 20 13 14 11 49 11 281 

定員数 407 857 153 202 388 533 527 773 435 403 479 
5,14

7 

  ※事業所数・定員数：R5.3.31 現在                       

  ※地区は、第９期高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の日常生活圏域の考え方に準じています。     
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４．指定障害福祉サービス事業所実態調査結果の概要 

（１）調査の概要 

①調査の目的 

令和５年度に策定される第７期久留米市障害福祉計画及び第３期久留米市障害児福祉計

画に記載するサービス量推計を確定するための基礎資料とし、また、久留米市の障害福

祉・障害児福祉サービスの実態に即した提供状況、課題、解決策を明らかにするために用

いる。 

 

②調査設計 

提供される障害福祉サービス種によって6種類の調査票を使用し、E-メールにて調査票

データを配布した。調査票6種については下記の通りである。 

・居宅系サービス事業所用調査票 

・通所系サービス事業所用調査票 

・入所系サービス事業所用調査票 

・グループホーム用調査票 

・相談支援事業所用調査票 

・障害者基幹相談支援センター用調査票 

 

③調査期間 

１１月１４日（火）～１１月２９日（水） 

 

④調査対象事業所 

調査票種 発送数 回収数 回収率 

居宅系サービス事業所用調査票 58 20 34.5% 

通所系サービス事業所用調査票 156 97 62.2% 

入所系サービス事業所用調査票 13 8 61.5% 

グループホーム用調査票 33 19 57.6% 

相談支援事業所用調査票 28 21 75.0% 

障害者基幹相談支援センター用調査票 4 4 100.0% 

計 292 169 57.9% 

 

⑤調査結果利用上の注意 

・集計は小数第二位を四捨五入しているため、回答比率の合計は必ずしも100％になら

ない場合がある。 

・回答が複数になる場合、その回答比率の合計は原則として100％を超える。 

・表、グラフに示す選択肢はスペースの関係で文言を短縮または簡略して表記している

場合がある。 

・グラフとして示したものの中には、「無回答」を省略した部分がある。 

・数表、図表、文中に示すNは、比率計算上の基数（標本数）である。数表で、

分析項目によっては対象者が限定されるため、全体の標本数と一致しないこと

がある。 

・文中の選択肢の表記は「」で行い、選択肢のうち2つ以上のものを合計して表 

す場合は『』とした。 
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（２）主要な調査結果 

①相談支援をしていて感じる障害福祉サービスの過不足感 

相談支援事業所と障害者基幹相談支援センターに共通して、相談支援を行っていて感じ

る障害福祉サービスの過不足感を尋ねた。 

 

上記2事業所種全体（n=25）では、サービスの過不足感で『不足』が高いのは「行動

援護」が64.0％で最も高く、次いで「身体介護」、「家事援助」、「同行援護」、「福

祉型短期入所」が44.0％となっている。 
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身体介護 25 3 11 11 3:11 25 1 5 2 0 0 0 0 1 16 4 22 5.5 2 10

 100.0 12.0 44.0 44.0 100.0 4.0 20.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 64.0 16.0
家事援助 25 3 11 11 3:11 25 1 5 2 0 0 0 0 1 16 4 27 6.75 2 10
 100.0 12.0 44.0 44.0 100.0 4.0 20.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 64.0 16.0

通院等介助 25 6 6 13 1:1 25 0 6 1 0 0 0 0 0 18 2 8 4 3 5

 100.0 24.0 24.0 52.0 100.0 0.0 24.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 72.0 8
重度訪問介護 25 5 8 12 5:8 25 0 6 1 0 1 0 0 0 17 1 1 1 1 1
 100.0 20.0 32.0 48.0 100.0 0.0 24.0 4.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 68.0 4

同行援護 25 3 11 11 3:11 25 0 7 1 0 0 0 0 1 16 2 4 2 2 2

 100.0 12.0 44.0 44.0 100.0 0.0 28.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 64.0 8
行動援護 25 2 16 7 1:8 25 2 10 1 0 0 0 0 2 10 5 8 1.6 1 3
 100.0 8.0 64.0 28.0 100.0 8.0 40.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 40.0 20.0

生活介護 25 10 6 9 5:3 25 0 2 2 0 2 0 0 4 15 2 2 1 1 1

 100.0 40.0 24.0 36.0 100.0 0.0 8.0 8.0 0.0 8.0 0.0 0.0 16.0 60.0 8.0
自立訓練(機能訓練) 25 8 4 13 4:2 25 0 1 2 0 2 0 0 1 19 1 1 1 1 1
 100.0 32.0 16.0 52.0 100.0 0.0 4.0 8.0 0.0 8.0 0.0 0.0 4.0 76.0 4.0
自立訓練(生活訓練) 25 10 3 12 10:3 25 0 0 2 0 4 0 0 1 18 0 0 0 0 0
 100.0 40.0 12.0 48.0 100.0 0.0 0.0 8.0 0.0 16.0 0.0 0.0 4.0 72.0 0.0
就労移行支援 25 13 0 12 13:0 25 0 0 1 0 3 1 0 1 19 0 0 0 0 0
 100.0 52.0 0.0 48.0 100.0 0.0 0.0 4.0 0.0 12.0 4.0 0.0 4.0 76.0 0.0
就労継続支援(Ａ型) 25 14 0 11 14:0 25 0 0 0 0 2 2 0 3 18 0 0 0 0 0
 100.0 56.0 0.0 44.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 8.0 0.0 12.0 72.0 0.0
就労継続支援(Ｂ型) 25 12 2 11 6:1 25 0 0 1 1 1 2 0 4 16 0 0 0 0 0
 100.0 48.0 8.0 44.0 100.0 0.0 0.0 4.0 4.0 4.0 8.0 0.0 16.0 64.0 0.0
就労定着支援 25 11 3 11 11:3 25 0 0 1 1 4 0 0 2 17 0 0 0 0 0
 100.0 44.0 12.0 44.0 100.0 0.0 0.0 4.0 4.0 16.0 0.0 0.0 8.0 68.0 0.0
児童発達支援 25 12 5 8 12:5 25 2 0 1 0 2 1 0 4 15 3 15 5 1 13
 100.0 48.0 20.0 32.0 100.0 8.0 0.0 4.0 0.0 8.0 4.0 0.0 16.0 60.0 12.0
放課後等デイサービス 25 13 3 9 13:3 25 1 0 1 2 0 3 0 5 13 1 22 22 22 22
 100.0 52.0 12.0 36.0 100.0 4.0 0.0 4.0 8.0 0.0 12.0 0.0 20.0 52.0 4.0
保育所等訪問支援 25 12 4 9 3:1 25 1 1 1 0 3 0 0 3 16 1 14 14 14 14
 100.0 48.0 16.0 36.0 100.0 4.0 4.0 4.0 0.0 12.0 0.0 0.0 12.0 64.0 4.0
居宅訪問型児童発達支援 25 5 7 13 5:7 25 0 3 0 0 2 0 0 2 18 0 0 0 0 0
 100.0 20.0 28.0 52.0 100.0 0.0 12.0 0.0 0.0 8.0 0.0 0.0 8.0 72.0 0.0
医療型児童発達支援 25 7 5 13 7:5 25 0 0 1 0 2 0 0 2 20 0 0 0 0 0
 100.0 28.0 20.0 52.0 100.0 0.0 0.0 4.0 0.0 8.0 0.0 0.0 8.0 80.0 0.0
療養介護 25 7 5 13 7:5 25 0 0 1 0 3 0 0 1 20 0 0 0 0 0
 100.0 28.0 20.0 52.0 100.0 0.0 0.0 4.0 0.0 12.0 0.0 0.0 4.0 80.0 0.0

福祉型短期入所 25 5 11 9 5:11 25 4 0 2 0 2 0 0 3 14 2 6 3 1 5

 100.0 20.0 44.0 36.0 100.0 16.0 0.0 8.0 0.0 8.0 0.0 0.0 12.0 56.0 8.0

医療型短期入所 25 4 9 12 4:9 25 2 0 2 1 1 0 0 2 17 2 3 1.5 1 2

 100.0 16.0 36.0 48.0 100.0 8.0 0.0 8.0 4.0 4.0 0.0 0.0 8.0 68.0 8.0
自立生活援助 25 7 7 11 1:1 25 0 1 0 1 3 0 0 3 17 0 0 0 0 0
 100.0 28.0 28.0 44.0 100.0 0.0 4.0 0.0 4.0 12.0 0.0 0.0 12.0 68.0 0.0
精神障害者の自立生活援助 25 6 6 13 1:1 25 0 1 0 1 2 0 0 2 19 0 0 0 0 0
 100.0 24.0 24.0 52.0 100.0 0.0 4.0 0.0 4.0 8.0 0.0 0.0 8.0 76.0 0.0
共同生活援助 25 10 4 11 5:2 25 0 0 2 1 0 2 0 3 17 0 0 0 0 0
 100.0 40.0 16.0 44.0 100.0 0.0 0.0 8.0 4.0 0.0 8.0 0.0 12.0 68.0 0.0
精神障害者の共同生活援助 25 7 4 14 7:4 25 0 0 2 0 1 0 0 3 19 0 0 0 0 0
 100.0 28.0 16.0 56.0 100.0 0.0 0.0 8.0 0.0 4.0 0.0 0.0 12.0 76.0 0.0
施設入所支援 25 6 10 9 3:5 25 4 3 2 0 0 0 0 3 13 7 15 2.14 1 4
 100.0 24.0 40.0 36.0 100.0 16.0 12.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.0 52.0 28.0
グループホーム 25 8 7 10 8:7 25 0 1 1 1 0 1 0 6 15 2 4 2 2 2
 100.0 32.0 28.0 40.0 100.0 0.0 4.0 4.0 4.0 0.0 4.0 0.0 24.0 60.0 8.0
地域相談支援(地域移行支援) 25 7 4 14 7:4 25 0 2 0 1 1 0 0 1 20 0 0 0 0 0
 100.0 28.0 16.0 56.0 100.0 0.0 8.0 0.0 4.0 4.0 0.0 0.0 4.0 80.0 0.0
精神障害者の地域相談支援(地域移行支援) 25 7 4 14 7:4 25 0 2 0 1 1 0 0 1 20 0 0 0 0 0

100.0 28.0 16.0 56.0 100.0 0.0 8.0 0.0 4.0 4.0 0.0 0.0 4.0 80.0 0.0
地域相談支援(地域定着支援) 25 7 4 14 7:4 25 0 2 0 1 1 0 0 1 20 0 0 0 0 0
 100.0 28.0 16.0 56.0 100.0 0.0 8.0 0.0 4.0 4.0 0.0 0.0 4.0 80.0 0.0
精神障害者の地域相談支援(地域定着支援) 25 7 4 14 7:4 25 0 2 0 1 1 0 0 1 20 0 0 0 0 0

100.0 28.0 16.0 56.0 100.0 0.0 8.0 0.0 4.0 4.0 0.0 0.0 4.0 80.0 0.0
計画相談支援 25 6 10 9 3:5 25 3 6 0 0 1 0 0 1 14 2 6 3 2 4
 100.0 24.0 40.0 36.0 100.0 12.0 24.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 4.0 56.0 8.0
障害児相談支援 25 4 10 11 2:5 25 3 6 0 0 0 0 0 1 15 1 1 1 1 1
 100.0 16.0 40.0 44.0 100.0 12.0 24.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 60.0 4.0

※上段：事業所数、下段：比率（％） 


